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令 和 ７ 年 ５ 月 20 日 

教 育 振 興 部 学 務 課 

こども家庭部保育課  

こども家庭部在宅育児支援担当課   

 

こども誰でも通園事業の試行実施について 

 

  国は、全てのこどもの育ちを応援し、こどもの良質な成育環境を整備する

ため、月一定時間まで、就労要件を問わず保育施設等を利用できる「こども誰

でも通園制度」を創設し、令和８年度から子ども・子育て支援法に基づく給付

制度として本格実施することとした。 

  区では、独自に利用上限時間等を拡大し、下記のとおり本年７月１日から

試行事業を開始する。 

 

記 

 

１ 事業内容 

  別紙のとおり 

 

２ 実施施設 

実施を希望する私立認可保育園、私立幼稚園、地域型保育事業所 

 

３ 利用手続 

利用届出  利用申込  面談  利用予約  利用開始 

区へ利用 

届出(電子) 
 

利用希望施

設へ電話等

で申込み 

 

利用希望施 

設と面談 

(子の状況等

の聞き取り) 

 
利用枠 

の予約 
 

予約日 

に利用 

 

４ 今後の予定 

  ６月 11 日  区民周知(区報、区ホームページ、SNS、ねりま子育て応援ア 

プリ等) 

区民の利用手続開始 

７月１日   利用開始 ※施設の空き状況や新たな実施施設は、ホームペ 

ージ等で随時お知らせする。 

令和８年度 本格実施 
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別紙 
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 区こども誰でも通園事業 国制度(参考) 

対象者 
０歳６か月～３歳になる年度末までの保育所等を

利用していない子 

０歳６か月～３歳になる前日までの保育所

等を利用していない子 

人員配置 

基準 
国基準に準じる 

０歳児 ３：１ 、１・２歳児 ６：１ 

※一時預かり事業と同様の基準 

実施方法 

国基準に準じる。以下、例示。 

①保育園一時預かり事業の定員枠の一部を転換 

②私立幼稚園の未就園児保育の活用 

③施設の空き定員を活用 

①専用スペースを活用し専用定員枠を設定 

②専用定員枠を設け、在園児と合同保育 

③空き定員枠を活用 

利用時間 
利用頻度：週１回以上 

利用上限：月 48 時間・日８時間 
利用上限：月 10 時間 

利用料 275 円／時間  300 円／時間 程度 

運営費補助 

①利用枠（契約枠）に対する補助  

 5,000 円／１枠（月上限 24 万円） 

②利用時間に対する補助 

 ０歳児:1,300 円／時間 

 １歳児:1,100 円／時間 

２歳児: 900 円／時間 

利用時間に対する補助 

０歳児：1,300 円／時間 

１歳児：1,100 円／時間 

２歳児： 900 円／時間 

要配慮児童

への加算 
国基準に準じる 

医療的ケア児：2,400 円／時間 

障害児：400 円／時間 

要支援家庭の子：400 円／時間 


